
宮城県監査委員告示第 号19

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１項，第２項及び第４項の規定により平成24

年１月から３月までに実施した一般会計及び特別会計に係る定期監査等の結果は次のとおりで

す。

平成24年３月26日

宮城県監査委員 安 藤 俊 威

宮城県監査委員 菅 間 進

宮城県監査委員 遊 佐 勘左衛門

宮城県監査委員 工 藤 鏡 子

１ 監査実施機関及び監査実施年月日

監査実施機関 監査実施日

○総務部

地方機関

仙台南県税事務所（選挙管理委員会仙台南地方支局を含む ） ２月14日。

仙台中央県税事務所（選挙管理委員会仙台中央地方支局を含む ） ２月14日。

仙台北県税事務所（選挙管理委員会仙台北地方支局を含む ） ２月８日。

塩釜県税事務所（選挙管理委員会塩釜地方支局を含む ） ２月９日。

東部県税事務所（選挙管理委員会東部地方支局を含む ） ２月14日。

東部県税事務所登米地域事務所 ２月14日

気仙沼県税事務所（選挙管理委員会気仙沼地方支局を含む ） ２月27日。

消防学校 ２月20日

○環境生活部

地方機関

保健環境センター ３月５日

○保健福祉部

地方機関

仙台保健福祉事務所 ３月１日

東部保健福祉事務所 ３月２日

気仙沼保健福祉事務所 ３月２日

東部児童相談所 ２月27日



○経済商工観光部

地方機関

北部地方振興事務所 １月13日

東部地方振興事務所 ３月５日

東部地方振興事務所登米地域事務所 １月19日

気仙沼地方振興事務所 ３月５日

松島公園管理事務所 ３月２日

白石高等技術専門校 ２月１日

石巻高等技術専門校 ２月２日

気仙沼高等技術専門校 ３月２日

○農林水産部

地方機関

林業技術総合センター ２月13日

水産技術総合センター ３月５日

○土木部

地方機関

大河原土木事務所 １月24日

仙台土木事務所 ２月27日

北部土木事務所 １月17日

北部土木事務所栗原地域事務所 １月17日

東部土木事務所 ２月27日

東部土木事務所登米地域事務所 ２月７日

気仙沼土木事務所 ３月５日

仙台塩釜港湾事務所 ３月５日

石巻港湾事務所 ３月５日

中南部下水道事務所 ３月２日

東部下水道事務所 ３月２日

仙台地方ダム総合事務所 １月13日

大崎地方ダム総合事務所 ２月８日

仙台港背後地土地区画整理事務所 ２月13日



○教育庁

地方機関

北部教育事務所 ２月８日

北部教育事務所栗原地域事務所 ２月16日

東部教育事務所 ２月16日

東部教育事務所登米地域事務所 ２月17日

南三陸教育事務所 ３月２日

教育研修センター ２月８日

志津川自然の家 ２月２日

松島自然の家 ３月５日

石巻高等学校 ２月27日

気仙沼高等学校 ２月17日

仙台二華高等学校 ３月７日

仙台二華中学校 ３月７日

石巻好文館高等学校 ３月２日

古川黎明高等学校 ２月15日

古川黎明中学校 ２月15日

東松島高等学校 ２月27日

涌谷高等学校 ２月10日

田尻さくら高等学校 ２月20日

佐沼高等学校 １月13日

登米高等学校 ２月14日

志津川高等学校 ２月２日

中新田高等学校 ２月22日

女川高等学校 ２月20日

多賀城高等学校 ２月15日

仙台南高等学校 ２月27日

名取北高等学校 ２月27日

松山高等学校 ２月20日

泉松陵高等学校 １月19日



仙台西高等学校 ３月５日

泉館山高等学校 ２月27日

宮城広瀬高等学校 ２月９日

石巻西高等学校 ２月９日

気仙沼西高等学校 ２月20日

柴田高等学校 ２月27日

仙台東高等学校 ２月24日

宮城野高等学校 １月25日

蔵王高等学校 ２月20日

貞山高等学校 ２月15日

農業高等学校 ３月２日

黒川高等学校 ２月27日

柴田農林高等学校 １月18日

亘理高等学校 ２月17日

石巻北高等学校 ２月20日

加美農業高等学校 ２月27日

小牛田農林高等学校 ２月27日

南郷高等学校 ２月15日

上沼高等学校 ２月22日

米山高等学校 ２月20日

本吉響高等学校 ２月17日

水産高等学校 ２月27日

気仙沼向洋高等学校 ３月２日

工業高等学校 ２月27日

白石工業高等学校 ２月20日

石巻工業高等学校 ２月２日

古川工業高等学校 ２月13日

米谷工業高等学校 ２月７日

大河原商業高等学校 ２月16日

石巻商業高等学校 ２月27日



鹿島台商業高等学校 ３月２日

一迫商業高等学校 ２月13日

第二工業高等学校 ２月９日

聴覚支援学校 ３月２日

気仙沼支援学校 ２月17日

迫支援学校 ２月27日

支援学校岩沼学園 １月18日

○警察本部

地方機関

仙台南警察署 １月25日

仙台北警察署 ３月５日

仙台東警察署 １月19日

泉警察署 ２月17日

石巻警察署 ３月２日

塩釜警察署 ３月５日

古川警察署 ３月２日

大河原警察署 ３月２日

岩沼警察署 ３月２日

気仙沼警察署 ３月５日

佐沼警察署 １月19日

角田警察署 １月24日

若柳警察署 ２月27日

亘理警察署 ３月５日

鳴子警察署 １月10日

河北警察署 ２月17日

南三陸警察署 ２月20日

２ 監査結果

平成22年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第14項及び第15項の規定

の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。



その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関

係機関に注意をしました。

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しまし

た。

（１）仙台南県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ４３０，１００，５２９円

過年度分 ４８５，０２２，９４５円

合 計 ９１５，１２３，４７４円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２２２，０２１，２２５円

過年度分 ４９３，２９１，１２９円

合 計 ７１５，３１２，３５４円

（２）仙台中央県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １，２８６，８２８，３２２円

過年度分 ２，６４７，８６６，３１１円

合 計 ３，９３４，６９４，６３３円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １，４４３，１３８，７１０円

過年度分 ２，２６７，１９４，２１０円

合 計 ３，７１０，３３２，９２０円

（３）仙台北県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ３３８，６４３，４０７円

過年度分 ６０３，９７４，３３６円

合 計 ９４２，６１７，７４３円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２１６，３１９，４２１円



過年度分 ７０６，３５９，４４０円

合 計 ９２２，６７８，８６１円

（４）塩釜県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ２２７，４８７，８７４円

過年度分 ４０４，０１３，３３５円

合 計 ６３１，５０１，２０９円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２３５，７５２，２２８円

過年度分 ３９５，３１５，８１３円

合 計 ６３１，０６８，０４１円

（５）塩釜県税事務所

歳入歳出外現金において，不適切な取扱いが認められたので，今後再発しないように対

策を講じられたい。

（内容）

歳入歳出外現金に受入した差押給与現金について，払出手続きが遅延したため，税収入

への歳入組入が年度経過となったもの。

・件 数 ２件

・金 額 ６６，１００円

・歳入支出外現金受入日 平成２２年６月３０日

・税収入への歳入組入日 平成２３年１２月２０日

（６）東部県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ３４３，８８０，２１７円

過年度分 ５７７，８１０，４０１円

合 計 ９２１，６９０，６１８円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３０２，８８６，３５４円

過年度分 ５６６，３９９，９６２円

合 計 ８６９，２８６，３１６円

（７）東部県税事務所登米地域事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ



らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ５４，９８９，５０５円

過年度分 １２６，８１２，４６０円

合 計 １８１，８０１，９６５円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ６３，３８２，８６１円

過年度分 １２９，１８５，５８７円

合 計 １９２，５６８，４４８円

（８）気仙沼県税事務所

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，さ

らに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １９３，６６６，７８０円

過年度分 ２００，７１８，６８５円

合 計 ３９４，３８５，４６５円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １０７，５７１，９１６円

過年度分 １８４，４６３，１９３円

合 計 ２９２，０３５，１０９円

（９）仙台保健福祉事務所

生活保護扶助費返還金，母子寡婦福祉資金貸付金償還金，未熟児養育費及び過年度過払

金等返還金において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○生活保護扶助費返還金

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １，２２８，８２２円

過年度分 １７，７６１，３９３円

合 計 １８，９９０，２１５円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １１，１５４，７２５円

過年度分 ７，５１７，４３８円

合 計 １８，６７２，１６３円

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ６，６３８，８２７円



過年度分 ３４，６６９，８１３円

合 計 ４１，３０８，６４０円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ５，９７３，５７７円

過年度分 ２９，４２０，５７６円

合 計 ３５，３９４，１５３円

○未熟児養育費

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １０４，７００円

過年度分 ２１０，５５１円

合 計 ３１５，２５１円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３１２，４７７円

過年度分 ２８４，７０４円

合 計 ５９７，１８１円

○過年度過払金等返還金

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ２２５，０００円

合 計 ２２５，０００円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２２５，０００円

過年度分 ０円

合 計 ２２５，０００円

（10）松島公園管理事務所

公園地占用使用料において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図ら

れたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ５，２５８，１７６円

過年度分 ０円

合 計 ５，２５８，１７６円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ０円

合 計 ０円

（11）水産技術総合センター

事務事業の執行において，財務規則等に準拠していない不適切な取扱いが認められたの



で，速やかに措置するとともに，今後再発しないように対策を講じられたい。

（内容）

生産物売払いにおいて，アワビ稚貝６５，５００個を買受業者に引き渡したが，財務規

則に規定する売買契約書を作成しておらず，調定が遅延し，収入未済が生じたもの。

○売買契約書未作成

・財務規則の規定による契約書を作成していなかったもの。

・売 払 金 額 ４，２８０，０００円

○調定遅延

・生産物引渡日 平成２２年４月６日

・調 定 日 平成２３年３月１１日

○収入未済

・生産物種苗売払収入

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ４，２８０，０００円

過年度分 ０円

合 計 ４，２８０，０００円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ０円

合 計 ０円

（12）仙台塩釜港湾事務所

事務事業の執行において，関係法令等に準拠していない不適切な取扱いが認められたの

で，今後再発しないように対策を講じられたい。

（内容）

港湾区域内水域占用許可に係る事務処理が遅延したため，許可手続きを遡及処理し，収

入未済が生じたもの。

○許可手続きの遡及処理

・占 用 許 可 期 間 ①平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

②平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

・申 請 書 受 理 日 ①平成２３年３月１０日

②平成２３年３月４日

○調定遅延

・調 定 日 ①平成２３年３月３１日

②平成２３年３月３１日

○収入未済

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １，３７０，３１０円

過年度分 ０円



合 計 １，３７０，３１０円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ０円

合 計 ０円

（13）仙台二華中学校

物品調達事務において，不適切な取扱いが認められたので，今後再発しないように対策

を講じられたい。

（内容）

物品調達事務において，品目・規格及び納期等がほぼ同じにもかかわらず，分割発注し

ていたもの。

○カーテン

・発注回数 ５回

・契約月日 平成２２年４月２０日～４月２１日

・契約金額 ２７７，９９８円

○暗幕レール

・発注回数 ４回

・契約月日 平成２２年４月２２日～４月２８日

・契約金額 ３６６，５５５円

○ターポリンシート

・発注回数 ６回

・契約月日 平成２２年４月２２日～５月１２日

・契約金額 ４１１，６００円

○生徒用椅子

・発注回数 １０回

・契約月日 平成２２年４月１９日～５月１２日

・契約金額 ８８２，０００円

（14）多賀城高等学校

教育財産の使用許可に係る使用料において，算定誤りに伴う還付手続きが遅延したため，

還付加算金が生じたものが認められたので，今後再発しないように対策を講じられたい。

（内容）

・還 付 額 １６９，３４０円（２７件）

・還付加算金 ２，２００円（ ２件）


